
第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

1

第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（１）乳幼児期の教

育・保育施設等の充

実

1 ☆
認可保育所事業、認証保育所の
認可保育所への移行

（子育て支援課）

東京都の認可を受けて保護者が
就労、病気等で自宅において養
育できない子どもを保護者に代
わって保育をします。

・市内17保育所で実施
・公立保育所4園（うち1園は公
設民営）、私立保育所13園※
（委託）
※分園は本園と合わせて1園と
してカウント

・令和2年4月に私立認可保育
所1園を新規整備
・増改築・弾力化による定員
増
・認証保育所の意向に沿い認
可保育所への移行に対応

・令和５年４月１日時点の
認可保育所施設数（公立１
施設、私立17施設）、認可
保育所定員数（2,251人）

2:着手・推進

令和３年4月までに認
可保育所の新設等を完
了し、必要な保育量を
確保した。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（１）乳幼児期の教

育・保育施設等の充

実

2 ☆ 認定こども園事業 （子育て支援課）

東京都の認定を受けて、幼稚園
や保育所などが教育と保育の両
方の機能を提供するとともに、
子育て支援事業を実施します。

・幼稚園型認定こども園2園
・幼保連携型認定こども園1園

幼稚園等の既存施設の意向を
うかがいつつ待機児童の状況
をみて認定こども園への移行
に対応

・令和5年４月時点の認定こ
ども園施設数（私立幼保連
携型認定こども園１施設、
私立幼稚園型認定こども園
２施設）、保育認可定員
（386人）

2:着手・推進

幼稚園における幼児教
育機能と保育施設にお
ける長時間保育機能を
相乗的に活用し、教育
及び保育並びに保護者
に対する子育て支援を
総合的にかつ一体的に
提供することで成果を
得ている。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（１）乳幼児期の教

育・保育施設等の充

実

3 ☆ 新制度幼稚園事業 （子育て支援課）

子ども・子育て支援新制度の対
象幼稚園へ移行する幼稚園に対
応し、幼児期における教育・保
育の充実を図ります。

新制度未移行幼稚園5園
既存施設の意向に沿い、新制
度幼稚園への移行に対応

新制度未移行の５施設中、1
施設において、令和6年度認
定こども園への移行に向け
た事務手続きを行った。

2:着手・推進

施設と連携し、東京都
へ認定こども園の認定
申請を行い、移行手続
きが完了した。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（１）乳幼児期の教

育・保育施設等の充

実

4 ☆ 家庭的保育事業等 （子育て支援課）

生後８週間以上で３歳未満の乳
幼児を対象に、家庭的保育事業
者（保育ママ）の家庭で預か
り、家庭的な保育を実施しま
す。

家庭的保育事業者5人に事業を
委託

待機児童数の推移に沿って事
業数を調整

・令和5年４月時点の家庭的
保育事業数（3事業者）、保
育認可定員（13人）

2:着手・推進
保護者の保育ニーズに
応えた。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（１）乳幼児期の教

育・保育施設等の充

実

5 認証保育所事業 （子育て支援課）

東京都の認証基準に適合した認
可外保育施設で、13時間保育等
の多様なニーズに対応し保育事
業を実施します。

市内で5施設 都制度に沿って事業費を補助

・令和5年４月時点の市内認
証保育所施設数（３施
設）、保育定員（91人）。
・認証保育所運営費補助金
を交付した。

2:着手・推進

長時間保育等、働く保
護者の多様な保育ニー
ズに応じた。
また、利用者への保育
料の補助を行い、利用
者の負担軽減に寄与す
ることができた。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（１）乳幼児期の教

育・保育施設等の充

実

6 ☆ 公立保育所の民営化 （子育て支援課）

認可保育所への民間活力の導入
を図り、効率的・効果的な運営
を目指します。民営化・認可化
による保育サービスの質の確
保・向上に努めます。

公設公営3園（第三保育園、第
四保育園、第五保育園）、公設
民営1園（第六保育園）

・令和2年度から第四保育園
を民営化
・令和3年度から第三保育園
を民営化
・令和3年度から第六保育園
を民営化

・令和３年４月に第三保育
園を移転民営化し、しおど
め保育園稲城を開設した。
・令和３年４月に第六保育
園を民営化し、大丸ゆうし
保育園を開設した。

1:完了
令和３年4月の民営化
を完了した。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（１）乳幼児期の教

育・保育施設等の充

実

7 企業主導型保育事業 （子育て支援課）

企業が主体となり国の補助を受
けて実施する認可外保育施設で
す。

市内で2施設
・国の認可を受けた施設の地
域枠を活用

・令和５年４月時点の市内
企業主導型保育事業２施設
（企業枠・地域枠の合計保
育定員79人）
・地域枠については事業者
に聴き取りし、市HPにて公
開。

2:着手・推進
地域枠について市民に
情報提供した。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（２）保育サービス

の充実

1 ◎ 延長保育事業 （子育て支援課）

認可保育所で11時間開所（７時
～18時）後において、保護者の
勤務時間等を考慮し、延長保育
を実施します。

・認可保育所全園（17園）で1
時間延長保育を実施
・うち私立保育所（4園）で2時
間延長を実施

事業の継続

認可保育所全園で１時間延
長保育を実施
うち、７園において、2時間
延長保育を実施

2:着手・推進

認可保育所全園で１時
間以上の延長保育を実
施し、保護者の保育
ニーズに応えた。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（２）保育サービス

の充実

2 ◎ 病児保育事業 （子育て支援課）

病気中や病気の回復期にある子
どもが、保護者の就労等により
家庭で保育ができない場合に、
病児・病後児保育室で保育を実
施します。

・市内に病後児保育室を委託に
より1か所で実施
・市内に病児・病後児保育室を
委託により1か所で実施し、稲
城市立病院小児科医師による巡
回を実施

事業の継続

令和5年４月時点の病児・病
後児保育施設数１施設（定
員４人）、病後児保育施設
１施設（定員２人）。
病児・病後児保育施設につ
いては市立病院医師による
巡回を委託。

2:着手・推進

子どもが病気中や病気
の回復期にあり、児童
の保護者が、就労又は
疾病等の理由により、
保育ができない場合
の、より充実した保育
ニーズに応じた。

1



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

10

第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（２）保育サービス

の充実

3 年末保育事業 （子育て支援課）

年末に保護者の就労等の理由に
より、家庭で保育ができない場
合に、市内の認可保育所で年末
保育を実施します。

認可保育所1園で実施 事業の継続

私立本郷ゆうし保育園に委
託して12/29～12/31に実
施。定員は各日おおむね60
人（ただし日曜日は10人）
で実施。（延べ利用者数12
人）

2:着手・推進

年末就労等により保育
ができない保護者の
ニーズに応え、より充
実した保育を提供し
た。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（２）保育サービス

の充実

4 休日保育事業 （子育て支援課）

保護者が休日に就労等の理由に
より、家庭で保育できない場合
に、休日保育を実施します。

認可保育所1園で休日保育を実
施

事業の継続

私立本郷ゆうし保育園に委
託して実施。定員は各日お
おむね10人で実施。（延べ
利用者数85人）

2:着手・推進
保護者の休日の保育
ニーズに応えた。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（２）保育サービス

の充実

5 障害児保育事業 （子育て支援課）

障害の程度がおおむね中・軽度
で集団保育が可能な子どもにつ
いて、保護者が就労等の理由に
より家庭で保育ができない場合
に、障害児保育を実施します。
認証保育所・幼稚園の障害児保
育・特別支援教育の補助を実施
します。

・認可保育所全園（17園）で実
施
・認証保育所全園（5園）で実
施
・幼稚園全園（5園）で実施

事業の継続

・全認可保育所で受入体制
を整備
・認証保育所については稲
城市保育士等キャリアアッ
プ等補助金の障害児保育加
算にて補助する体制とし
た。
・幼稚園については稲城市
私立幼稚園協会補助金及び
東京都の直接補助により特
別支援教育を補助する体制
とした。

2:着手・推進
心身に障害を持つ児童
の保護者の保育ニーズ
に応えた。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（２）保育サービス

の充実

6 ◎ 認定こども園の特別支援教育 （子育て支援課）
認定こども園での特別支援教育
の補助を実施します。

認定こども園全園（3園）で実
施

事業の継続

認定こども園全園で実施。
（東京都の直接補助により
実施するとともに、稲城市
私立幼稚園協会補助金及び
幼稚園型認定こども園の接
続型の３号については、稲
城市保育士等キャリアアッ
プ等補助金の障害児保育加
算、認定こども園特別支援
経費にて補助する体制とし
た。）

2:着手・推進
心身に障害を持つ児童
の保護者の保育ニーズ
に応えた。
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第１章

地域の子

育て支援

１　乳幼児期の教

育・保育の充実

（２）保育サービス

の充実

7 教育・保育施設の指導監査 （子育て支援課）

子ども・子育て支援法及び児童
福祉法に基づき教育・保育施設
の指導監査を実施します。

・認可保育所、認定こども園、
家庭的保育事業・認証保育所、
一時預かり事業、ファミリー・
サポート・センター事業、病児
保育事業、その他認可外保育事
業

事業の継続

子ども・子育て支援法に基
づく特定教育・保育施設及
び特定子ども・子育て支援
施設の指導検査を実施し
た。

2:着手・推進
施設に対して法令に基
づく運営を指導するこ
とができた。
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第１章

地域の子

育て支援

２ 地域の子育て

支援の充実

（１）子ども家庭支

援センターの充実

1 子ども家庭支援センター事業
（子ども家庭支援
センター課）

各関係機関と連携を図りなが
ら、総合相談やサービス提供及
び調整等を行い、地域の子ども
と家庭に関する支援ネットワー
クを構築し、18歳未満の子ども
と子育て家庭を支援します。

・子どもと家庭の総合相談・子
どもショートステイ事業

事業の継続

〇子どもと家庭の総合相談
新規相談件数…35６件

〇子どもショートステイ事
業
宿泊利用世帯…3世帯
宿泊件数…19件
宿泊泊数…26泊
日帰り利用世帯…4世帯
日帰り件数…19件
日帰り日数…19泊

2:着手・推
進

各関係機関との連携を
図り、子育て支援を実
施。
専門職員により多種多
様な相談に対応するこ
とができた。
子どもショートステイ
事業の活用をすすめ、
育児負担の軽減や虐待
防止にも役立てること
ができた。
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第１章

地域の子

育て支援

２ 地域の子育て

支援の充実

（２）地域子育て支

援拠点事業の充実

1 ◎ あそびの広場事業

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

子育て親子間の交流の場の提供
と交流の促進。子育てなどに関
する相談、援助の実施をしま
す。地域の子育て関連情報の提
供、子育て及び子育て支援に関
する講習等を実施します。

・あそびの広場を子ども家庭支
援センター（向陽台）で実施
・出張あそびの広場を児童館な
ど7施設で実施（本郷、第二、
第三、第四、城山児童館、iプ
ラザ及び大丸地区会館）

自宅で子育てをする親子の支
援、相談、援助の場として事
業の拡大を図る。

〇あそびの広場事業
利用者数…5,023人
（大人2,257人・子ども
2,766人）
広場相談…169件
〇出張あそびの広場
利用者数…4,668人
（大人2,294人・子ども
2,374人）
出張広場相談…122件

2:着手・推
進

保護者と子どもが楽し
めるような歌遊び、遊
具の提供をし、子育て
相談のみならず様々な
悩みの相談を受け、時
には、専門相談員につ
なぎ、必要なサービス
を紹介するなど、保護
者の不安軽減や解消等
の支援に取り組んだ。

2



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
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第１章

地域の子

育て支援

２ 地域の子育て

支援の充実

（２）地域子育て支

援拠点事業の充実

2 ◎ 子育てひろば事業 （子育て支援課）

保育所を利用し、地域の子育て
家庭に対する総合的な子育て支
援施策を推進することにより、
子育て家庭の育児を支援しま
す。

・私立保育所7園で実施（松
葉、若葉台バオバブ、もみの木
保育園若葉台、中島ゆうし、ひ
らお、城山保育園南山、本郷ゆ
うし保育園）

・事業の継続
・新園の設置と併せて事業の
拡大を図る。

・私立保育所10園で相談事
業等を実施（ひらお保育
園、松葉保育園、若葉台バ
オバブ保育園、もみの木保
育園若葉台、中島ゆうし保
育園、城山保育園南山、本
郷ゆうし保育園、いなぎの
ぞみ保育園、大丸ゆうし保
育園、サザンヒルズこども
園）

2:着手・推進

地域において、就学前
児童や保護者を対象に
育児相談や園庭開放等
を実施することによ
り、育児不安の解消や
地域の子育て支援に取
り組んた。
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第１章

地域の子

育て支援

２ 地域の子育て

支援の充実

（３）預かり事業の

充実

1 ◎ 一時預かり事業 （子育て支援課）

保護者が就労・通院・レスパイ
ト（休息）等で一時的に家庭で
の保育が困難となる場合に、保
育所にて保育サービスを実施し
ます。また、幼稚園・認定こど
も園において主に在園児を対象
とした預かり事業（預かり保
育、幼稚園型一時預かり事業）
を実施します。

・集団保育が可能な1歳から就
学前の子どもを対象に市内認可
保育所9園で実施
・市内幼稚園・認定こども園で
預かり保育を実施（全8園）

・令和2年度から認可保育所2
園増
・令和3年度から認可保育所1
園増

・市内認可保育所10園で実
施

2:着手・推進

緊急又は一時的に保育
が必要な家庭にサービ
スを提供することがで
きた。
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第１章

地域の子

育て支援

２ 地域の子育て

支援の充実

（３）預かり事業の

充実

2 ◎ 子どもショートステイ事業
（子ども家庭支援
センター課）

１歳６か月から小学校６年生ま
での子どもを対象に保護者が出
産や病気などで一時的に家庭で
養育が困難な時に、市が委託す
る施設等において宿泊を伴いな
がら最大６泊７日までの期間で
子どもを養育します。

平成30年度利用実績：実人員24
人（延べ34泊）

令和2年度から養育協力家庭
への委託を開始

宿泊利用世帯…3世帯
宿泊件数…19件
宿泊泊数…26泊

日帰り利用世帯…4世帯
日帰り件数…19件
日帰り日数…19泊

2:着手・推進

保護者の仕事や体調不
良等による一時的な養
育困難支援として、日
帰り及び宿泊を伴う子
どもの預かりを実施し
た。
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第１章

地域の子

育て支援

２ 地域の子育て

支援の充実

（３）預かり事業の

充実

3 ◎
ファミリー・サポート・セン
ター事業

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

子育ての援助を受けたい方（利
用会員）と、子育ての援助を行
いたい方（活動会員）が会員と
なり、子育てを支援する助け合
いの活動です。

稲城市社会福祉協議会に委託
し、保育所・幼稚園・学童クラ
ブ等へ子どもの送迎、登園前・
登園後の預かり等を実施

事業の継続

・稲城市社会福祉協議会に
委託し、保育所・幼稚園・
学童クラブ等へ子どもの送
迎、登園前・登園後の預か
り等を実施。
（利用件数：延2,665件、利
用・活動・両方会員数計（3
月末時点）：194人）
・産後の体調不調、多胎児
出産、生活保護及び低所得
世帯、障害児を養育する世
帯等の保護者に対し、一部
利用料の補助制度を実施。

2:着手・推
進

保育所・幼稚園・学童
クラブ等へ子どもの送
迎、登園前・登園後の
預かり等、必要な子育
て家庭に支援すること
ができた。
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

1 保育所の育児相談事業 （子育て支援課）

地域の未就学児と保護者等を対
象に、保育所で保育士、看護
師、栄養士等による専門的な子
育てについての相談事業を実施
します。

認可保育所で実施（私立保育所
は子育てひろば実施施設で実
施）

事業の継続

各園で定期的に実施
（公立保育所で延293人、私
立保育所では子育てひろば
事業の一事業として実
施。）

2:着手・推進

保育の専門性を基盤と
して、地域において、
未就学児の保護者を対
象に育児相談を実施
し、育児不安の解消が
できた。また、相談を
通じて、在園児のほ
か、近隣の在宅子育て
家庭のための身近な子
育て支援施設としての
位置づけが図られた。
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

2 子育てサポーター事業

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

子育てサポーター養成講座を修
了した方々が、児童館等で地域
の親子と遊び、育児の相談や話
し相手として活動を行います。
また、養成講座修了者に対し
て、質の継続をします。主管課
は活動のサポートを行います。

市内6か所の児童館等で「子育
てサポーターの日」としてサ
ポーター活動を展開し、各児童
館等で月1回をめどに実施

事業の継続

市内6か所の児童館等で「子育
てサポーターの日」としてサ
ポーター活動を展開し、各児童
館等で月1回（８月を除く）実
施

2:着手・推
進

実施報告等で状況を把
握しながら活動をサ
ポートし、地域の子育
て家庭の支援ができ
た。

3



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

3 子どもと家庭の総合相談
（子ども家庭支援
センター課）

18歳未満の子どもを育てる家庭
が抱える課題に関して、専門相
談員による総合的な相談を実施
します。

子ども家庭支援センターで実
施・来所相談・電話相談・メー
ル相談

事業の継続

〇子どもと家庭の総合相談
（臨床心理士・精神保健福
祉士・保育士・保健師等に
よる相談）
新規相談受理件数…356件
（虐待…202件、養育困難…
98件、保健…0件、障害…6
件、非行…1件、育成…48
件、その他…1件）

2:着手・推進

職員同士の連携や専門
知識の活用、他機関と
の連携を密にすること
により、多種多様な相
談に対応することがで
きた。
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

4 母子健康相談

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊産婦・乳幼児を対象に生活習
慣や子育て等に関する悩みの相
談に応じ、不安の軽減を図りま
す。

母乳相談、保健相談、栄養相談
及び計測を月1回実施

事業の継続
母乳相談年12回
保健相談年12回
栄養相談年12回

2:着手・推進
これまでの発育経過を
踏まえ、対象者に合わ
せた相談ができた。
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

5 発達支援センター事業 （障害福祉課）

乳幼児期から就学期を経て、就
労等といった地域での生活のラ
イフステージに対応する、切れ
目のない支援の充実を目指しま
す。

一般相談、医師による専門相
談、保育所・幼稚園・学校等へ
の機関支援を関係機関と連携し
て実施
就学前々年児を対象に、就学前
発達相談を来所・電話・FAX・
メールで実施

事業の継続

発達障害者・児やその家族
について次の事業を実施し
た。
・相談支援事業（一般相
談、医師による専門相談
等）
・就学前発達相談（市内の
就学前々年児のいる全ての
家庭に、気になることがあ
る場合に相談できることを
周知）
・普及、啓発事業（発達支
援講座等）
・関係機関連携（相談者と
行政機関、医療機関、教育
機関等との連携調整等）

2:着手・推
進

発達に支援を必要とす
る児童や保護者等の相
談に応じ、必要な助言
や連携機関との調整を
行うことにより、早期
の発見から早期の療育
や社会参加につなぐこ
とで、もってその福祉
の増進に寄与すること
が出来た。また、事業
を継続することで支援
の充実を目指す。
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

6
子育て支援課による子育て支援
に関する情報提供

（子育て支援課）

広報やホームページ、パンフ
レット等により、保育所等利用
のしおり、入所状況、児童手
当、乳幼児医療費助成制度等の
情報を提供します。

・毎月ホームページに保育所等
の入所状況を掲載
・随時子育て支援に関する情報
を広報、ホームページ等にて提
供

事業の継続

4



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

7
子ども家庭支援センターによる
情報提供

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度から子
ども家庭支援セン
ター課、おやこ包
括 支 援 セ ン タ ー
課）

広報やホームページ、おたより
等により子育て親子に関わる情
報や、地域のイベント等につい
て情報提供を行います。

(子家)
・広報いなぎへの掲載・子ども
家庭支援センターホームページ
を毎月更新

(おやこ)
・広報いなぎへの掲載・あそび
の広場だよりの発行・子育てボ
ランティア育成により、市内の
子育て資源のネットワーク作り
を推進・子ども家庭支援セン
ター案内パンフレット、いなぎ
子育てブック及び関係機関各種
パンフレットの配布・子ども家
庭支援センターホームページを
毎月更新

事業の継続

(子家)
・広報いなぎへの掲載によ
り、市内の子育て資源の
ネットワーク作りを推進・
子ども家庭支援センター案
内パンフレット、・子ども
家庭支援センターホーム
ページを更新。

(おやこ)
・広報いなぎへの掲載・あ
そびの広場だよりの発行・
子育てボランティア育成に
より、市内の子育て資源の
ネットワーク作りを推進・
子ども家庭支援センター案
内パンフレット、いなぎ子
育てブック及び関係機関各
種パンフレットの配布・子
ども家庭支援センターホー
ムページを毎月更新
・あそびの広場のInstagram
を活用して、情報発信をし
子育て家庭にひろばのイベ
ント等を情報発信をした。

2:着手・推進

(子家)
関係機関と連携しなが
ら広報いなぎや市ホー
ムページに子育て支援
情報を掲載し、『子ど
も家庭支援センターパ
ンフレット』で配布し
た。

(おやこ)
関係機関と連携しなが
ら広報いなぎや市ホー
ムページに子育て支援
情報を掲載し、『子育
てブック』や『子育て
情報等のパンフレッ
ト』をあそびの広場事
業を通じて配布でき
た。又、子育て支援情
報を毎月更新した。
・あそびの広場たよ
り、初利用の際に
Instagramを行ってい
る事も合わせて案内し
ている。
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

8
健康課による乳幼児の子育てに
関する情報提供

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊娠届出、乳幼児健診、広報、
市ホームページ、母子手帳アプ
リ等で乳幼児の子育て等に関す
る情報提供を行います。

妊娠届出、乳幼児健診、広報、
市ホームページ等で子育てに関
する様々な情報提供を実施

事業の継続

母と子の保健バッグ、健康
カレンダー、母子保健ナビ
「梨の子いなぎ」、各種子
育て相談等で情報を提供し
た。

2:着手・推進

各種事業開催時や個別
相談時に積極的に情報
提供を行うことができ
た。
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

9 ◎ 利用者支援事業（基本型）

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

認定こども園、保育所、幼稚園
等の施設や地域の子育て支援情
報を集約し、子どもや保護者か
らの利用相談や、必要な情報提
供・助言をするとともに、関係
機関との連絡調整などを行いま
す。

研修を受講し、子育て支援パー
トナーとして子ども家庭支援セ
ンターあそびの広場や出張あそ
びの広場で事業を実施

事業の継続

認定こども園、保育所、幼
稚園等の施設や地域の子育
て支援情報を集約し、子ど
もや保護者からの利用相談
や、必要な情報提供・助言
をするとともに、関係機関
との連絡調整等を実施し
た。利用者の育児に関する
相談に努め、来所ができな
い場合は電話等で育児相談
を実施しきめ細やかな対応
をした。

2:着手・推
進

・子育て情報等を出張
あそび広場の利用者に
も周知した結果、利用
者があそびの広場向陽
台に来所し、育児相談
等を実施し、利用者支
援につながった。ま
た、子ども家庭支援セ
ンター等の関係機関と
連絡調整や情報共有す
ることで、よりニーズ
にあった支援ができ
た。
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第１章

地域の子

育て支援

３ 子育てに関す

る相談体制の充実

と情報提供

（１）子育て相談体

制の充実・子育て情

報の提供

10 ◎ 利用者支援事業（母子保健型）

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊娠期から乳幼児期にわたる
様々な相談に応じ、必要な情報
提供・助言をするとともに、関
係機関との連絡調整などを行い
ます。

妊娠届出時又は妊娠届出時のア
ンケートにより保健師が相談等
を実施

令和2年度から実施 妊婦面接 677件 2:着手・推進

妊婦に対しての指導・
助言は、必要時母子健
康手帳交付時等の面接
相談や電話相談にて実
施できた。

31

第１章

地域の子

育て支援

４　子育てボラン

ティア等への支援

（１）子育て支援員

の育成

1 子育て支援員の研修事業 （子育て支援課）

地域において子育て支援分野の
各事業に従事することを希望す
る方に対し、研修制度を活用し
子育て支援員の養成を図りま
す。

東京都子育て支援員研修のホー
ムページへの掲載、募集要項の
配布を実施

事業の継続

東京都主催の子育て支援員
研修について市ホームペー
ジへの掲載、募集要項の配
布を実施。

2:着手・推進

市内在住者の参加実績
があり、子育て支援員
の養成を図ることがで
きた。

5



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

32

第１章

地域の子

育て支援

４　子育てボラン

ティア等への支援

（２）子育てボラン

ティアの育成と連携

1 子育てサポーター養成講座

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

子育てに関する知識や情報を身
に付け、子育て支援ができる人
材を養成します。

養成講座及びスキルアップ講座
を年９回程度実施

事業の継続

子育てサポーター養成講座
1コース6回
延べ29名参加

スキルアップ講座
1コース1回
10名参加

2:着手・推
進

子育てサポーター養成
講座では、現在児童館
で実施している『子育
てサポーター事業』の
見学会も取り入れ、6
回連続講座を実施し
た。養成講座やスキル
アップ講座の内容の充
実を図ることで、講座
を修了した方の積極的
な事業参加につながっ
た。

33

第１章

地域の子

育て支援

５　子どもの健全

育成

（１）学童クラブ・

放課後子ども教室

1 ◎ 学童クラブ運営事業 （児童青少年課）

保護者が就労等により昼間家庭
にいない小学生に対し、授業の
終了後等に適切な遊び及び生活
の場を与えて、その健全な育成
を図ります。

1小学校あたり1学童クラブ16箇
所で実施（公設公営４施設、公
設民営９施設、民設民営 3施
設）

・令和2年度より順次民営化
に取り組む。・特別な配慮を
必要とする児童を受け入れる
ため、必要に応じて職員を配
置する。・育成支援の質の確
保のため、職員の放課後児童
支援員の資格取得を推進す
る。・利用者等へ育成内容の
周知に努める。

１小学校区あたり１学童ク
ラブ以上（16箇所）で実施

令和６年度の民営化に向け
て、城山小学校学童クラブ
を募集し、決定した。

2:着手・推進

児童の安全と健全な育
成のための指導に努め
た。
学童クラブの民営化を
推進し、民間事業者に
よる質の高い多様な育
成サービス等、運営の
柔軟性や自主性を活か
して実施できた。
職員を加配すること
で、特別な配慮を必要
とする児童を極力受け
入れた。
放課後児童支援員の研
修を積極的に受講しス
キルアップを図ること
ができた。

34

第１章

地域の子

育て支援

５　子どもの健全

育成

（１）学童クラブ・

放課後子ども教室

2 放課後子ども教室 （生涯学習課）

各小学校に通学する児童を対象
に、放課後の安心・安全な居場
所を提供することを目的とし
て、子どもの遊びや軽スポーツ
活動等を行います。

市内12小学校に通う児童を対象
に実施

事業の継続

市内全12小学校の1年生～6
年生を対象に実施した。

実施日：毎週月～金曜日
（祝日・年末年始等は除
く）
会場：実施小学校の体育
館・特別教室等
開催回数：243回
参加児童：延べ63,836人

おやつの提供及び午後6時ま
での利用時間延長を試行実
施し、17,246食のおやつの
利用及び延べ2,401人の利用
時間延長利用があった。

2:着手・推
進

市内全小学校・全学年
の児童を対象に放課後
の安心・安全な居場所
を提供することができ
た。
また、おやつの提供と
利用時間の延長を試行
実施し、サービスの向
上を図ることができ
た。

35

第１章

地域の子

育て支援

５　子どもの健全

育成

（２）子どもたちの

居場所づくり

1 児童館事業 （児童青少年課）

子どもに自由な遊び場を提供
し、心身の健全育成・情操を豊
かにすることを目的とした事業
を行います。

市内5児童館で実施
・公設公営　３館
・公設民営　1館
・民設民営　１館

民営化の検討

【実施事業】
幼児事業
創作事業
健康増進事業
交流事業　他

令和６年度の民営化に向け
て、城山文化センター児童
館の運営事業者を募集し、
決定した。

2:着手・推進

子どもたちに健全な遊
びを与える場とするこ
とができた。
また、各児童館におけ
る来館者の趣向に沿っ
た事業を実施すること
ができた。

6



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

36

第１章

地域の子

育て支援

５　子どもの健全

育成

（２）子どもたちの

居場所づくり

2 「中・高校生タイム」 （児童青少年課）

中・高校生のために児童館を開
放し、中・高校生の居場所とし
て実施します。

第三児童館、第四児童館、城山
児童館、本郷児童館で実施

事業の継続

中高生タイム
・開館日の午後5時から6
時
本郷児童館
２９１回、延べ利用者数
１，００１人

・月曜日の午後4時から4
時50分
第三児童館
３５回、延べ利用者数２
２人
第四児童館
４６回、延べ利用者数１
１人
城山児童館
３８回、延べ利用者数３
３人

2:着手・推
進

子どもたちに健全な遊
びを与える場とするこ
とができた。
また、各児童館におけ
る来館者の趣向に沿っ
た事業を実施すること
ができた。

37

第１章

地域の子

育て支援

５　子どもの健全

育成

（２）子どもたちの

居場所づくり

3 中・高校生の居場所 （児童青少年課）

中・高校生が気軽に訪問できる
居場所事業を実施している団体
の活動を支援します。

城山文化センター等を活用し事
業を実施している団体の活動支
援を実施

事業の継続
年49回延べ344人の利用にと
どまった。

2:着手・推進

新型コロナウイルス感
染症の影響はあった
が、必要とする人の居
場所を継続して確保す
ることに意義があった
と認識している。

38

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（１）児童手当等の

支給

1 ☆ 児童手当 （子育て支援課）

児童手当法に基づき手当を支給
し、子育て家庭の経済的負担の
軽減を図ります。

中学校3年生以下の児童を養育
する者に法令に定める額の手当
を支給

事業の継続

○児童手当
法令に基づき支給
延べ支給児童数　130,683人
総支給額　1,352,650,000円

2:着手・推進
法令に基づき児童手当
を支給し、経済的支援
の充実を図った。

39

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

2 特別児童扶養手当 （子育て支援課）

特別児童扶養手当等の支給に関
する法律に基づき手当を支給
し、障害児のいる家庭の経済的
負担の軽減を図ります。

精神及び身体に一定の障害を有
する20歳未満児童を養育する者
に、法令に定める額の手当を支
給

事業の継続
○特別児童扶養手当
法令に基づき東京都へ進達
受給権者　102人

2:着手・推進

法令に基づき、児童に
一定の障害がある家庭
を対象に、特別児童扶
養手当の事務処理を行
い、東京都へ進達し、
児童の福祉の増進を
図った。

40

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

3 障害児福祉手当 （障害福祉課）

特別児童扶養手当等の支給に関
する法律に基づき手当を支給
し、障害児のいる家庭の経済的
負担の軽減を図ります。

重度の障害があるため日常生活
において常時介護が必要な20歳
未満の者に、法令に定める額の
手当を支給

事業の継続

法令に基づき支給
延べ支給児童数441人
総支給額　6,685,380円

2:着手・推
進

継続して支給すること
で、法の目的である、
精神または心身に重度
の障害を有する児童の
福祉の増進を図ること
ができた。

41

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（２）医療費助成の

充実

1 乳幼児医療費助成制度 （子育て支援課）

稲城市乳幼児の医療費の助成に
関する条例に基づき医療費を助
成します。

小学校就学前の乳幼児の健康保
険が適用される医療費のうち、
自己負担分を助成

事業の継続

健康保険が適用される医療
費のうち、自己負担分の2割
全額の助成を継続して実
施。（所得制限なし）
延べ受診件数　114,887件
総助成額　201,733,196円

2:着手・推進

乳幼児を養育している
家庭に対し、医療費の
助成を行い、経済的支
援の充実を図った。

42

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（２）医療費助成の

充実

2 義務教育就学児医療費助成制度 （子育て支援課）

稲城市義務教育就学児の医療費
の助成に関する条例に基づき医
療費を助成します。

小学校１年生から中学３年生ま
での児童の健康保険が適用され
る医療費のうち、通院１回につ
き200円の自己負担を除き、自
己負担分を助成

事業の継続

健康保険が適用される医療
費のうち、通院1回につき
200円の自己負担を除き、自
己負担分3割全額の助成を継
続して実施。
（所得制限あり）
延べ受診件数　91,139件
総助成額 194,864,733円

2:着手・推進

義務教育就学児を養育
している家庭に対し、
医療費の助成を行い、
経済的支援の充実を
図った。

7



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価
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第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（２）医療費助成の

充実

3 未熟児養育医療給付制度 （子育て支援課）
母子保健法に基づき未熟児の医
療費及び食事代を助成します。

医師が入院養育を必要と認めた
未熟児にかかる医療費及び食事
代の助成を実施

事業の継続

未熟児にかかる医療費及び
食事代の助成を実施
延べ診療月数　51月
総助成費　5,339,131円

2:着手・推進

入院養育が必要な未熟
児に係る医療費及び食
事代の助成を行い、経
済的支援の充実を図っ
た。

44

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（３）就園・就学等

の援助

1 ☆ 幼児教育・保育の無償化 （子育て支援課）

幼児教育・保育に係る保護者の
負担を軽減するため、国の制度
に沿って、幼児教育・保育の無
償化を実施します。

・3～5歳児及び0～2歳児非課税
世帯の認可保育所、認定こども
園、新制度幼稚園、家庭的保育
事業等の保育料無償化並びに現
行制度幼稚園、認可外保育施設
利用者への子育てのための施設
等利用給付を実施

事業の継続

・3～5歳児及び0～2歳児非
課税世帯の認可保育所、認
定こども園、新制度幼稚
園、家庭的保育事業等の保
育料無償化を実施
・現行制度幼稚園、認可外
保育事業利用者等への子育
てのための施設等利用給付
を実施（月額上限：幼稚園
2.57万円、認可外保育事業
の３歳児クラス以上3.7万
円、２歳児クラス以下の非
課税世帯4.2万円）

2:着手・推進

法制度に基づき幼児教
育・保育の無償化を実
施し、保護者の経済的
負担の軽減を図ること
ができた。

45

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（３）就園・就学等

の援助

1 ☆ 幼児教育・保育の無償化 （障害福祉課）

幼児教育・保育に係る保護者の
負担を軽減するため、国の制度
に沿って、幼児教育・保育の無
償化を実施します。

・児童発達支援等について満3
歳になってから初めての4月1日
から3年間の利用料無償化を実
施

事業の継続

３～５歳児の児童発達支援
等事業について、国の制度
に沿って、本人利用料の無
償化を実施した。

2:着手・推
進

療育等の支援が必要な
児童の保護者の経済的
な負担の軽減を図るこ
とができた。

46

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（３）就園・就学等

の援助

2
私立幼稚園等園児保護者負担軽
減補助事業

（子育て支援課）

私立幼稚園に通園させている保
護者に対して、所得に応じて保
育料の一部を補助します。

東京都の定める補助金額に加え
入園準備に係る経費の補助金を
上乗せして交付

事業の継続

都制度の補助額（所得、兄
姉数に応じ月額上限1,800円
～6,200円）に加え、市独自
に入園準備金年１万円）を
上乗せして交付した。

2:着手・推進

市内に居住し私立幼稚
園に在園する幼児の保
護者に対し、市補助金
を交付し、経済的負担
の軽減を図ることがで
きた。

47

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（３）就園・就学等

の援助

3
認可外保育事業利用者利用料補
助

（子育て支援課）

東京都認証保育所、企業主導型
保育事業利用者の利用料の一部
を補助します。

東京都認証保育所及び企業主導
型保育事業利用者の利用料の一
部に対し補助金を交付

事業の継続

東京都認証保育所及び企業
主導型保育事業利用者の利
用料の一部に対し補助金を
交付した。（所得、年齢、
兄姉数に応じ月額上限～4.7
万円）

2:着手・推進

都制度に基づき認証保
育所及び企業主導型保
育事業利用者の経済的
負担の軽減を図ること
ができた。

48

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（３）就園・就学等

の援助

4 就学援助費 （学務課）

国公立の小中学校に在籍する児
童生徒の保護者に対し、教育費
の一部を援助します。

学用品・通学用品費、学校給食
費、校外学習費等を支給

事業の継続

国公立の小中学校に在籍す
る児童生徒の保護者に対
し、教育費の一部を援助し
た。
小学校　502人
中学校　272人

2: 着 手 ・推
進

教育費の一部を援助
し、経済的負担が軽減
され、児童生徒の円滑
な就学が図られた。

49

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（３）就園・就学等

の援助

5 就学奨励費 （学務課）

特別支援学級に在籍する児童生
徒又は、通常学級に在籍し一定
の障害のある児童生徒の保護者
に対し、教育費の一部を援助し
ます。

学用品・通学用品費、学校給食
費、校外学習費、通学費等を支
給

事業の継続

特別支援学級に在籍する児
童生徒又は、通常学級に在
籍し一定の障害のある児童
生徒の保護者に対し、教育
費の一部を援助した。
小学校　85人
中学校　35人

2: 着 手 ・推
進

教育費の一部を援助
し、経済的負担が軽減
され、児童生徒の円滑
な就学が図られた。

50

第１章

地域の子

育て支援

６　経済的支援の

充実

（３）就園・就学等

の援助

6 ◎ 実費徴収補足給付事業 （子育て支援課）

保護者の世帯所得の状況等を勘
案して、保育施設等に対して保
護者が支払うべき日用品、文房
具その他の教育・保育に必要な
物品の購入に要する費用又は行
事への参加に要する費用等を助
成する事業です。

制度の対象とする費用について
必要性を含め検討中

必要性を含め検討
生活保護制度があることか
ら当事業は実施せず、継続
的に検討することとした。

2:着手・推進 継続的に検討した。

8



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

51

第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（１）妊娠期からの

支援の実施

1 母親学級・両親学級

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊娠、出産、育児についての知
識を習得し、地域での仲間づく
りを支援するとともに、妊娠中
から夫婦ともに親となる心構え
や、協力し合う必要性を伝える
ことを目的に実施します。

・母親学級：妊娠、出産、育児
等についての知識や、母親たち
の仲間づくりを促す。
・両親学級：妊婦体験や沐浴体
験及び先輩パパママからの講話
などを実施

事業の継続

〈母親学級〉年6回開催

〈両親学級〉年12回開催
　

2:着手・推進

母親学級では、同時期
に出産・育児をする方
と知り合う機会となっ
ている。妊娠中の不安
等の軽減につながっ
た。
両親学級は、夫婦で受
講し、父親が育児に関
わるきっかけとなり、
妊婦への理解が深まっ
たという声が聞かれ
た。
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第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（１）妊娠期からの

支援の実施

2 妊婦訪問指導

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊婦に対して必要な指導・助言
及び相談を行います。

妊婦は若年及び高齢出産予定の
希望者を対象に実施

事業の継続
訪問指導実施5件（延べ人
員）

2:着手・推進

妊婦に対しての指導・
助言は、必要時母子健
康手帳交付時等の面接
相談や電話相談にて実
施できた。
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第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（１）妊娠期からの

支援の実施

3 妊婦健康診査

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊婦や胎児の健康を管理し、安
全で安心して出産へ臨めるよう
妊婦健康診査を実施します。

・都内委託医療機関で実施
・助産院・都外医療機関で受診
の場合は償還払いにより健診を
実施

事業の継続

妊婦健康診査14回、子宮頸
がん検診1回、超音波検査1
回（10月1日以降は4回）。
都内委託医療機関で実施。
助産院・都外医療機関で受
診の場合は償還払いにより
健診を実施。

2:着手・推進
妊婦の健康管理の一助
として役立てられた。
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第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（１）妊娠期からの

支援の実施

4 妊婦歯科健康診査

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

歯科疾患が増加しやすい妊婦の
歯科健康診査を実施します。

保健センターで実施 事業の継続
年10回実施
受診者実数43名

2:着手・推進
妊娠中の口腔内変化に
対する相談に応じるこ
とができた。

55

第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（１）妊娠期からの

支援の実施

5 ◎ 育児支援ヘルパー事業

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

産前産後の家事及び育児に支援
が必要とされる家庭にヘルパー
を派遣し、家庭での家事や育児
を支援します。

広報やホームページ、パンフ
レット等で周知

事業の継続

〇育児支援ヘルパー派遣
利用世帯…125件
利用回数…455回
利用時間数…775.5時間
 

2:着手・推
進

育児支援ヘルパー事業
をすすめることで、妊
娠期～子育世帯の育児
家事負担の軽減につな
がった。

56

第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（１）妊娠期からの

支援の実施

6 ◎
利用者支援事業（母子保健型）
[第1章３.10再掲]

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊娠期から乳幼児期にわたる
様々な相談に応じ、必要な情報
提供・助言をするとともに、関
係機関との連絡調整などを行い
ます。

妊娠届出時又は妊娠届出時のア
ンケートにより保健師が相談等
を実施

令和2年度から実施 妊婦面接 677件
2: 着 手 ・推
進

妊婦に対しての指導・
助言は、必要時母子健
康手帳交付時等の面接
相談や電話相談にて実
施できた。
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第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（２）乳幼児の健康

診査等の実施

1 新生児訪問指導

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

生後４か月までの乳児のいる全
ての家庭を保健師及び訪問指導
員が訪問し、母親や乳児の発
育・発達の相談に応じます。

生後４か月までの全ての家庭を
訪問

事業の継続
新生児訪問を希望している
家庭に対して、訪問実施で
きた。

2:着手・推進

産婦の体調、赤ちゃん
の発育発達、育児に関
する相談等について、
対象者の個々の状況に
応じて具体的な助言・
指導ができた。

58

第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（２）乳幼児の健康

診査等の実施

2 ◎ 乳児家庭全戸訪問事業

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

生後４か月までの乳児のいる全
ての家庭を保健師及び訪問指導
員が訪問し、子育て支援に関す
る指導・助言を行うことによ
り、適切な養育の実施を支援し
ます。

生後４か月までの全ての家庭を
訪問

事業の継続
産婦714名、新生児561名、
未熟児146名（実人員）に実
施。

2:着手・推進

産婦の体調、赤ちゃん
の発育発達、育児に関
する相談等について、
対象者の個々の状況に
応じて具体的な助言が
できた。

9



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

59

第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（２）乳幼児の健康

診査等の実施

3 乳幼児健康診査

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

３～４か月児、６・９か月児、
１歳６か月児、３歳児を対象に
各健康診査を行うことにより、
児の発育・発達の確認及び疾
病・異常の早期発見に努め、児
の状態や育児状況に応じた適切
な支援を行います。診察の結
果、必要に応じて乳幼児精密健
診票を交付します。

（ 集 団 健 康 診 査 ）
・3～4か月児健康診査・1歳6か
月時健康診査・３歳児健康診査
（個別健康診査）
・6～7か月児健康診査・9～10
か月児健康診査
を実施

事業の継続

3～4か月児健康診査、1歳６
か月健康診査、3歳児健康診
査は月3～4回実施。受診率
は、3～4か月健康診査は
98.8％、1歳6か月健康診査
は96.0％、３歳児健康診査
は101.0％。
6～7か月健康診査、９～10
か月健康診査は都内医療機
関で実施。受診率はそれぞ
れ99.1％、97.6%であった。

2:着手・推進
受診率は90％以上を維
持できている。

60

第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（２）乳幼児の健康

診査等の実施

4
乳幼児経過観察
発達健康診査

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

乳幼児健康診査で要経過観察と
判断された又は保護者から相談
のあった児を対象に各児の課題
に重点をおいて発育・発達等を
継続的に確認し、疾病・障害の
早期発見に努めます。

専門医等による健康診査を実
施・経過観察健康診査・発達健
康診査

事業の継続

専門医等による健康診査を
実施。
経過観察健康診査年8回
発達健康診査年8回

2:着手・推進

専門医に直接相談する
機会を持つことができ
た。また、保護者の心
理的な負担に配慮しな
がら、乳幼児の成長・
発達を見守り、適切な
時期に専門医療機関や
療育機関を紹介するこ
とができた。
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第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（２）乳幼児の健康

診査等の実施

5 歯科健診事業

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

「親子歯みがき教室」「１歳児
歯科健康診査」「２歳児歯科健
康診査」「２歳６か月児歯科健
康診査」を実施し、むし歯予防
だけでなく、食べ方の相談や子
育て支援の場としての歯科健
診・歯科相談を実施します。

親子はみがき教室、1歳児歯科
健康診査、２歳児歯科健康診
査、２歳６か月児歯科健康診査
を実施

事業の継続

親子はみがき教室は年10回
実施。
1歳児歯科健康診査は年24
回、2歳児歯科健康診査及び
2歳6か月児歯科健康診査は
年各12回実施。

2:着手・推進

歯科健診では、むし歯
予防指導と併せて、生
活習慣（生活リズム、
卒乳、離乳食など）及
び成長・発達に関する
相談・指導を、各職種
が連携して実施するこ
とができた。
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第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（２）乳幼児の健康

診査等の実施

6 予防接種事業
（健康課）

予防接種法に基づき、四種混
合・三種混合・二種混合・ポリ
オ・麻しん・風しん・麻しん・
風しん混合・日本脳炎・ＢＣ
Ｇ・ヒトパピローマウイルス感
染症・Ｈｉｂ感染症・小児の肺
炎球菌感染症・水痘・Ｂ型肝炎
の予防接種を行います。

予防接種法に基づき、四種混
合・三種混合・二種混合・ポリ
オ・麻しん・風しん・麻しん・
風しん混合・日本脳炎・ＢＣ
Ｇ・ヒトパピローマウイルス感
染症・Ｈｉｂ感染症・小児の肺
炎球菌感染症・水痘・Ｂ型肝炎
の予防接種を実施

事業の継続

予防接種法に基づき、四種
混 合・ 三種 混合 ・二 種混
合・ポリオ・麻しん・風し
ん・麻しん・風しん混合・
日本脳炎・ＢＣＧ・ヒトパ
ピローマウイルス感染症・
Ｈｉｂ感染症・小児の肺炎
球菌感染症・水痘・Ｂ型肝
炎の予防接種を行った。

2:着 手 ・推
進

予防接種法に基づき、
予防接種事業を着実に
実施した。
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第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（３）健康相談・学

習の実施

1
母子健康相談
〔第1章３（１）４再掲〕

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊産婦・乳幼児を対象に子育て
等に関する悩みの相談を実施し
ます。

母乳相談、育児相談、栄養相談
及び身体計測を実施

事業の継続
母乳相談年12回
保健相談年12回
栄養相談年12回

これまでの発育経過を
踏まえ、対象者に合わ
せた相談ができた。
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第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（３）健康相談・学

習の実施

2 育児学級事業

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

育児不安を抱えた保護者を支援
するためのグループとして、子
どもの成長・発達を促すための
グループ「きらきら学級」、育
児に不安を抱きやすい方のグ
ループ「子育てグループ」、多
胎児を対象とした「ふたごの
会」を実施することにより、育
児不安の軽減を図ります。

・きらきら学級：年10回 ・子
育てグループ：年12回 ・ふた
ごの会：年6回

事業の継続

<きらきら学級>年10回
（大人延48人、子ども延48
人）

<ふたごの会>年6回
（大人延19人、子ども延28
人）

＜子育てグループ・あそび
の広場で実施＞年12回
（大人延17人、子ども延17
人）

2:着手・推進

子育ての悩みを親が一
人で抱えたり、孤立し
ないよう、子どもの成
長時期に合わせた学級
を実施し、子育てに関
する不安の軽減が図れ
る場となった。

10



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

65

第２章

親と子の

健康の維

持と増進

１　妊産婦・乳幼

児に関する切れ目

のない支援の充実

（３）健康相談・学

習の実施

3 子育て力向上支援事業

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

親同士が自分の力を出し合い、
相互に学びあうグループ支援を
実施することにより、子どもへ
の不適切な関わりの改善を促
し、育児不安の軽減を図るた
め、ペアレントトレーニング講
座を実施します。

ペアレントトレーニング講座を
年２クール９回シリーズ開催

事業の継続

〇ペアレントトレーニング
   講座
1コース9回を2コース実施
延べ人数‥1コース36名・2
コース23名

2:着手・推
進

講座を通して、親自身
の行動を振り返り、
子どもへの関わり方、
言葉かけ等を学ぶこと
ができ、良好な親子関
係や子どもの自己肯定
感を育むことにつな
がった.

66

第３章

心身の健

やかな成

長のため

の教育環

境の整備

３　家庭や地域の

教育力の向上

（２）地域における

学習・文化活動の推

進

1 青少年育成地区委員会活動 （児童青少年課）

・市内10地区の委員会により、
各地区の特色を生かした様々な
体験活動の機会を提供する。
・子どもが健やかに成長できる
ようなテーマで地区委員会が合
同で研修会を開催。

・各地区委員会で年間計画に基
づき、キャンプや地域の様々な
事業を実施
・「子ども・若者育成支援強調
月間（11月）」に合わせて研修
会を実施

事業の継続

各地区委員会での年間計画
に基づきキャンプや塞の神
などの事業を実施した。
地区委員会委員長会による
合同研修会については、実
施することができた。

2:着手・推進
各地区委員会の工夫な
どにより実施できたと
認識している。

67

第３章

心身の健

やかな成

長のため

の教育環

境の整備

３　家庭や地域の

教育力の向上

（２）地域における

学習・文化活動の推

進

2 ジュニアワーカーセミナー （児童青少年課）

市内小学５年生から中学３年生
を対象に、自然体験や団体生活
を通して心身を育てる事業を年
度単位で実施。

地域や学校で積極的に活動を行
うリーダーの養成を実施（定員
50名、全7回のプログラムを実
施）

事業の継続
全8回を計画し、実施した。
参加者は３７人となった。

2:着手・推進

青少年委員とセミナー
内容について工夫をし
ながら実施することが
できた。

68

第３章

心身の健

やかな成

長のため

の教育環

境の整備

３　家庭や地域の

教育力の向上

（２）地域における

学習・文化活動の推

進

3 稲城ふれあいの森管理運営 （児童青少年課）

自然環境に配慮し、青少年団体
をはじめ、誰もが安全・安心に
利用できるよう施設内の整備を
進める。

一般開放、団体開放、夏期開
放、学校開放を実施

事業の継続

一般開放日は４９回となっ
た。
年間入村者数　  3,647人
（内訳）
一般開放(個人)　1,967人
一般開放(団体)　   347人
キャンプ(小学校)　899人
キャンプ(地区)　　379人
キャンプ（親子） 　55人

2:着手・推進

年間を通じて施設の維
持管理を行い、利用を
継続することができ
た。

69

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

１　児童虐待防止

対策の充実

児童虐待防止対策の

充実

1 児童虐待対応事業
（子ども家庭支援
センター課）

児童虐待の防止・早期発見・早
期対応のために、家族及び地域
住民や関係機関等からの虐待通
告に対し、子ども家庭支援セン
ターで迅速に対応します。

・通告後に受理したケースにつ
いては、受理会議後原則48時間
以内に児童の安否確認を実施
・地域の関係機関等と連携を取
りながら支援・見守り等を実施

事業の継続

・通告後に受理したケース
について、受理会議原則48
時間以内に児童の安否確認
を行い、その後、地域の関
係機関と連携を取りながら
支援・見守りを実施した。
虐待通告…202件（虐待該当
…172件、虐待非該当…30
件）

2:着手・推進
関係機関との連携を強
化することで迅速に対
応した。

70

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

１　児童虐待防止

対策の充実

児童虐待防止対策の

充実

2 要保護児童対策地域協議会
（子ども家庭支援
センター課）

児童虐待の防止及び早期発見・
早期対応のために、代表者会議
では要保護児童対策の検討及び
関係機関の連携を強化、実務者
会議では、要保護児童等の実態
把握や支援を行っているケース
の総合的な把握・進行管理等に
ついて協議・検討、ケース検討
会議では個別の案件について具
体的な支援の内容を検討しま
す。

要保護児童対策地域協議会・代
表者会議（年1回）
・実務者会議 （特定妊婦部
会）　（進行管理会議）
・個別ケース検討会議

事業の継続

〇要保護児童対策地域協議
会
代表者会議…1回
実務者会議
・特定妊婦部会…3回
・虐待進行管理会議…4回
・虐待予防検討会…12回
個別ケース検討会議…24回

2: 着 手 ・推
進

より良い支援の実現の
ため、ケース検討会議
において関係機関と密
な連携を図り、適切に
対応した。

11



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

71

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

１　児童虐待防止

対策の充実

児童虐待防止対策の

充実

3
子どもと家庭の総合相談
〔第１章３（１）３再掲〕

（子ども家庭支援
センター課）

18歳未満の子どもを育てる家庭
が抱える課題に関して、専門相
談員による総合的な相談を実施
します。

子ども家庭支援センターで実
施・来所相談・電話相談・メー
ル相談

事業の継続

〇子どもと家庭の総合相談
（臨床心理士・精神保健福
祉士・保育士・保健師等に

よる相談）
新規相談受理件数…356件

（虐待…202件、養育困難…
98件、保健…0件、障害…6
件、非行…1件、育成…48

件、その他…1件）

2:着 手 ・推
進

職員同士の連携や専門
知識の活用、他機関と
の連携を密にすること
により、多種多様な相
談に対応することがで
きた。

72

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

１　児童虐待防止

対策の充実

児童虐待防止対策の

充実

4 ◎ 養育支援訪問事業
（子ども家庭支援
センター課）

養育支援が必要であると判断し
た家庭に対し、専門相談員が家
庭を訪問し、養育に関する指
導・助言等を行うことにより、
適切な養育の実施を確保しま
す。

臨床心理士・保育士・保健師等
による家庭訪問による支援等を
実施

事業の継続

〇保健師・保育士・臨床心
理士等による訪問支援
訪問実施家庭数…64家庭
訪問延べ件数…325件

2:着手・推進

職員が対象家庭を継続
的に訪問することによ
り、当該家庭の適切な
養育実施の確保に努め
た。

73

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

１　児童虐待防止

対策の充実

児童虐待防止対策の

充実

5 ◎
育児支援ヘルパー事業
〔第２章１（１）５再掲〕

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

産前産後の家事及び育児に支援
が必要とされる家庭にヘルパー
を派遣し、家庭での家事や育児
を支援します。

広報やホームページ、パンフ
レット等で周知

事業の継続

〇育児支援ヘルパー派遣
利用世帯…125件
利用回数…455回
利用時間数…775.5時間
 

2:着手・推
進

育児支援ヘルパー事業
をすすめることで、妊
娠期～子育世帯の育児
家事負担の軽減につな
がった。

74

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

１　児童虐待防止

対策の充実

児童虐待防止対策の

充実

6 母子保健事業

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

母子保健の各事業において適切
な育児を行うための相談、訪問
等の支援を実施します。

母子保健の各事業において適切
な育児を行うための相談、訪問
等の支援を実施

事業の継続
おやこ包括支援センター課
各事業で実施

2:着手・推進
各事業で、虐待の早期
発見及び虐待発生予防
に努めた。

75

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

１　児童虐待防止

対策の充実

児童虐待防止対策の

充実

7 ◎
子どもショートステイ事業〔第
１章２（３）２再掲〕

（子ども家庭支援
センター課）

１歳６か月から小学校６年生ま
での子どもを対象に保護者が出
産や病気などで一時的に家庭で
養育が困難な時に、市が委託す
る施設等において宿泊を伴いな
がら最大６泊７日までの期間で
子どもを養育します。

平成30年度利用実績：実人員24
人（延べ34泊）

事業の継続

宿泊利用世帯…3世帯
宿泊件数…19件
宿泊泊数…26泊

日帰り利用世帯…4世帯
日帰り件数…19件
日帰り日数…19泊

2: 着 手 ・推
進

保護者の仕事や体調不
良等による一時的な養
育困難支援として、日
帰り及び宿泊を伴う子
どもの預かりを実施し
た。

76

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

２　ひとり親家庭

の自立支援

ひとり親家庭の自立

支援

1
児童扶養手当
児童育成手当

（子育て支援課）

児童扶養手当法及び稲城市児童
育成手当条例に基づき手当を支
給し、ひとり親家庭等の経済的
負担の軽減を図ります。

18歳以下の児童を養育する者に
児童扶養手当及び児童育成手当
を支給

事業の継続

○児童扶養手当
法令に基づき支給
延べ支払件数　2,384件
総支給額　192,642,860円

○児童育成手当
法令に基づき支給
延べ支給児童数　10,947人
総支給額　148,964,500円

2:着手・推進

法令に基づき、ひとり
親家庭や父母、児童に
一定の障害がある家庭
を対象に、児童扶養手
当、児童育成手当を支
給し、生活の安定と自
立の促進に寄与した。
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第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

77

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

２　ひとり親家庭

の自立支援

ひとり親家庭の自立

支援

2 ひとり親家庭等医療費助成制度 （子育て支援課）

稲城市ひとり親家庭等の医療費
の助成に関する条例に基づき医
療費を助成します。

ひとり親家庭等の父母又は養育
者及び児童の健康保険が適用さ
れる医療費のうち、非課税世帯
については自己負担分を、課税
世帯については高齢者の医療の
確保に関する法律の一部負担金
相当額を差し引いた自己負担分
を助成

事業の継続

健康保険が適用される医療
費のうち、非課税世帯につ
いては自己負担分を、課税
世帯については高齢者の医
療の確保に関する法律の一
部負担金相当額を差し引い
た自己負担分の助成を継続
して実施（所得制限あり）
延べ受診件数　10,201件
総助成額　25,639,589円

2:着手・推進

ひとり親家庭等に対
し、父母または養育者
及び児童に係る医療費
の助成を行い、経済的
支援の充実を図った。

78

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

２　ひとり親家庭

の自立支援

ひとり親家庭の自立

支援

3
ひとり親家庭ホームヘルプサー
ビス事業

（子育て支援課）

稲城市ひとり親家庭ホームヘル
プサービス事業実施要綱に基づ
きホームヘルパーを派遣し必要
なサービスを行います。

義務教育終了前の児童がいる、
日常生活を営むのに著しく支障
があるひとり親家庭に対して、
一定の期間ホームヘルパーを派
遣し、家事・送迎・見守り等の
援助を実施

事業の継続

ひとり親家庭に対しホーム
ヘルパーを派遣し、家事・
見守り等の援助を実施
総派遣時間　347時間

2:着手・推進

義務教育終了前の児童
がいる、日常生活を営
むのに著しく支障があ
るひとり親家庭に対し
て、一定の期間、ホー
ムヘルパーを派遣し、
自立の支援を図った。

79

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

２　ひとり親家庭

の自立支援

ひとり親家庭の自立

支援

4
母子及び父子福祉資金貸付け事
業

（子育て支援課）

母子及び父子並びに寡婦福祉法
に基づき、福祉資金の貸付けを
行います。

母子及び父子家庭の親で、20歳
未満の子を扶養している方を対
象に、技能習得資金、生活資
金、転宅資金、就学資金等を貸
付け

事業の継続

母子及び父子福祉資金の貸
付を実施
貸付総件数　1件

修学資金　　　1件

2:着手・推進

母子家庭及び父子家庭
に対し、安定した生活
を送る為の資金の相
談・貸付を行い、自立
を支援した。
なお、高等教育の修学
支援新制度や高等学校
等就学支援金制度の充
実により貸付相談が減
少してきている。

80

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

２　ひとり親家庭

の自立支援

ひとり親家庭の自立

支援

5
母子家庭及び父子家庭自立支援
給付金事業

（子育て支援課）

母子及び父子並びに寡婦福祉法
に基づき給付金の支給を行い、
ひとり親家庭の生活の安定と自
立の促進を図ります。

母子家庭及び父子家庭の親が就
業を目的とした教育訓練に関す
る講座を受講した場合の経費の
助成及び資格取得のための養成
機関での受講期間のうちの一定
期間について給付金等を支給

事業の継続

母子家庭及び父子家庭自立
支援教育訓練給付金、母子
家庭及び父子家庭高等職業
訓練促進給付金について、
申請を受け付け、給付金の
支給を実施。
○自立支援教育訓練給付金
支給件数　２件
支給金額　1252470円
○高等職業訓練促進給付金
延べ支給件数　3件
支給金額　5,072,000円
○高等職業訓練修了支援給
付金
支給件数　3件
支給金額　150,000円

2:着手・推進

母子家庭及び父子家庭
の自立を促進するた
め、母子家庭及び父子
家庭の親が就業を目的
とした教育訓練に関す
る講座を受講した場合
の経費を助成し、ま
た、資格取得のための
養成機関での受講期間
のうちの一定期間につ
いて、生活の安定を図
るための訓練促進給付
金等を支給し、生活の
安定を図った。

81

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

２　ひとり親家庭

の自立支援

ひとり親家庭の自立

支援

6
母子・父子自立支援相談員によ
る相談事業

（子育て支援課）

母子及び父子並びに寡婦福祉法
に基づき、母子・父子自立支援
相談員が母子及び父子家庭の相
談に応じ、その自立に必要な情
報提供及び支援を行い、ひとり
親家庭の生活の安定と自立の促
進を図ります。

母子家庭及び父子家庭の親が抱
える経済上の悩み、子育ての悩
み、就職の悩み等の相談に応
じ、その自立に必要な情報提供
及び支援を実施

事業の継続 相談件数　606件 2:着手・推進

ひとり親家庭等に対
し、相談支援を行い、
自立の促進に向けた支
援を行った。

13



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

82

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

２　ひとり親家庭

の自立支援

ひとり親家庭の自立

支援

7
母子・父子自立支援プログラム
策定事業

（子育て支援課）

稲城市母子・父子自立支援プロ
グラム策定事業実施要綱に基づ
き、自立及び就労のための支援
を行い、ひとり親家庭の生活の
安定と自立の促進を図ります。

児童扶養手当受給者等の個々の
状況、ニーズに対応した自立支
援プログラムを策定し、ハロー
ワーク等関係機関と連携を図る
ことで、きめ細やかで継続的な
自立・就労支援を実施

事業の継続

ひとり親家庭の自立支援促
進のため、母子家庭等就
業・自立支援事業等の活用
による、きめ細やかで継続
的な自立・就業支援及びア
フターケアが必要と判断し
た際には自立支援プログラ
ムを策定し、ハローワーク
等関係機関と連携してひと
り親家庭の自立支援を図
る。

策定件数　３件

2:着手・推進

ひとり親世帯の個々の
ニーズに応じ、ハロー
ワーク等関係機関と連
携し、自立支援プログ
ラムを策定し、プログ
ラムに基づく支援を
行った。

83

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

２　ひとり親家庭

の自立支援

ひとり親家庭の自立

支援

8
ひとり親家庭カウンセリング相
談事業

（子育て支援課）

生活や子育てに悩みがあるひと
り親を対象に心理カウンセラー
が面談をし、相談者が自分自身
の力で問題解決していけるよう
適切な援助を行います。

稲城市社会福祉協議会が実施主
体として、第2・第４土曜日に
福祉センターにて心理カウンセ
ラーによる面談を実施

事業の継続

ひとり親カウンセリング相
談として、第2・第4土曜日
に福祉センターで実施。
相談件数　３件

2:着手・推進

問題をかかえたひとり
親の相談者に、自身の
持つ悩みを専門家に相
談する機会を提供し、
自分自身の手で問題を
解決していけるよう援
助を行い、自立の支援
を図った。

84

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

1 教育扶助 （生活福祉課）
生活保護法に基づき、教育扶助
を支給します。

生活保護世帯の子どもが義務教
育に伴って必要な学用品費、教
材代、学習支援費等費用を支給

事業の継続

生活保護世帯の子どもが義
務教育に伴って必要な学用
品費、教材代、学習支援費
等費用を延べ381世帯に支給

2:着手・推進
生活保護法等に基づき
適切に実施した。

85

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

2 生業扶助 （生活福祉課）
生活保護法に基づき、生業扶助
を支給します。

生活保護世帯の子どもが高等学
校等就学に伴って必要な学用品
費、教材代、学習支援費等費用
を支給

事業の継続

生活保護世帯の子どもが高
等学校等就学に伴って必要
な学用品費、教材代、学習
支援費等費用を含め生業扶
助費全体として延べ244世帯
に支給

2:着手・推進
生活保護法等に基づき
適切に実施した。

86

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

3 進学準備給付金 （生活福祉課）
生活保護法に基づき、進学準備
給付金を支給します。

生活保護世帯の子どもが大学等
進学をする際に、新生活準備費
用として一時金を支給

事業の継続
生活保護法に基づき、進学
準備給付金を3件支給。

2:着手・推進
生活保護法等に基づき
適切に実施した。

87

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

4
生活福祉資金制度による教育支
援資金貸付け

（生活福祉課及び
稲城市社会福祉協
議会）

低所得者世帯の子どもが高等学
校、大学等に進学又は修学する
際に必要な費用の貸付けを行い
ます。

東京都社会福祉協議会が実施主
体として、低所得者世帯の子ど
もが高等学校、大学等に進学又
は修学する際に必要な費用を貸
付け

事業の継続
相談件数：321件
貸付件数：11件
貸付金額：8,642,000円

2:着手・推進

学校の授業料や入学の
際に必要な費用などを
貸し付けることによ
り、一定所得以下の世
帯の子供の支援を図っ
た。

14



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

88

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

5
就学援助費
〔第１章６（３）４再掲〕

（学務課）

国公立の小中学校に在籍する児
童生徒の保護者に対し、教育費
の一部を援助します。

学用品・通学用品費、学校給食
費、校外学習費等を支給

事業の継続

国公立の小中学校に在籍す
る 児童 生徒 の保 護者 に対
し、教育費の一部を援助し
た。
小学校　502人
中学校　272人

2: 着 手 ・推
進

教育費の一部を援助
し、経済的負担が軽減
され、児童生徒の円滑
な就学が図られた。

89

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

6 受験生チャレンジ支援貸付け
（生活福祉課及び
稲城市社会福祉協
議会）

学習塾等の受講料又は高等学
校、大学等の受験料の捻出が困
難な一定所得以下の世帯に必要
な費用の貸付けを行います。

東京都社会福祉協議会が実施主
体として、一定所得以下の世帯
の中学3年生、高校3年生等の学
習塾等の受講料及び高等学校、
大学等の受験料を貸付け

事業の継続
相談件数：681件
貸付件数：71件
貸付金額：7,666,400円

2:着手・推進

学習塾等の費用及び高
校、大学等の受験費用
を貸し付けることによ
り、一定所得以下の世
帯の子供の支援を図っ
た。

90

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

7
母子及び父子福祉資金貸付け事
業
〔第７章２．4再掲〕

（子育て支援課）

母子及び父子並びに寡婦福祉法
に基づき、福祉資金の貸付けを
行います。

母子及び父子家庭の親で、20歳
未満の子を扶養している方を対
象に、技能習得資金、生活資
金、転宅資金、就学資金等を貸
付け

事業の継続

母子及び父子福祉資金の貸
付を実施
貸付総件数　1件

修学資金　　　1件

2:着手・推
進

母子家庭及び父子家庭
に対し、安定した生活
を送る為の資金の相
談・貸付を行い、自立
を支援した。
なお、高等教育の修学
支援新制度や高等学校
等就学支援金制度の充
実により貸付相談が減
少してきている。

91

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

8 女性福祉資金貸付け事業 （子育て支援課）

東京都女性福祉資金貸付条例に
基づき福祉資金の貸付けを行い
ます。

配偶者がいない女性で、親、
子、兄弟を扶養している、又は
20歳未満の子を扶養したことが
ある方等を対象に、必要な資金
を貸付け

事業の継続
女性福祉資金の貸付を実施
貸付総件数　0件

2:着手・推進

配偶者がいない女性に
対し、安定した生活を
送る為の資金の相談・
貸付を行う事業だが、
高等教育の修学支援新
制度や高等学校等就学
支援金制度の充実によ
り貸付相談が減少して
きている。

92

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （１）教育の支援

9
生活困窮者世帯及びひとり親世
帯に対する支援事業

（生活福祉課）

生活困窮者自立支援法及び母子
及び父子並びに寡婦福祉法に基
づき、生活困窮世帯等の子ども
の学習支援や保護者も含めた生
活習慣・育成環境の改善及び進
学等に関する支援を行います。

未実施 令和2年度から実施予定
利用者数：11人
実施回数（通所）42回
　　　　（訪問）112回

2:着手・推進

生活保護や非課税世帯
で、塾に通っていない
中学生を対象に実施
し、学習意欲や習熟度
が向上した。

93

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （２）生活の支援

1
ケースワーカーによる生活相
談・援助

（生活福祉課）

生活保護法に基づき、ケース
ワーカーによる生活相談、援助
を行います。

生活保護者に対して、ケース
ワーカーによる生活相談、援助
を実施

事業の継続
生活保護者に対して、ケー
スワーカーによる生活相
談、援助を実施

2:着手・推進
生活保護法等に基づき
適切に実施した。

15



第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

94

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （２）生活の支援

2 生活困窮者自立相談支援等事業 （生活福祉課）

生活困窮者自立支援法に基づ
き、相談支援員・就労支援員に
よる自立相談、支援を行いま
す。

生活困窮者に対して、生活の自
立を促進するための相談、支援
を実施

事業の継続 新規相談件数：398件 2:着手・推進

経済的に困窮するおそ
れのある家庭に対して
相談支援を行い、生活
の安定が図られた。

95

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （２）生活の支援

3
母子・父子自立支援相談員によ
る相談事業〔第７章２． 6再
掲〕

（子育て支援課）

母子及び父子並びに寡婦福祉法
に基づき、母子・父子自立支援
相談員が母子及び父子家庭の相
談に応じ、その自立に必要な情
報提供及び支援を行い、ひとり
親家庭の生活の安定と自立の促
進を図ります。

母子家庭及び父子家庭の親が抱
える経済上の悩み、子育ての悩
み、就職の悩み等の相談に応
じ、その自立に必要な情報提供
及び支援を実施

事業の継続 相談件数　606件

ひとり親家庭等に対
し、相談支援を行い、
自立の促進に向けた支
援を行った。

96

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （２）生活の支援

4
ひとり親家庭ホームヘルプサー
ビス事業
〔第７章２．3再掲〕

（子育て支援課）

稲城市ひとり親家庭ホームヘル
プサービス事業実施要綱に基づ
きホームヘルパーを派遣し必要
なサービスを行います。

義務教育終了前の児童がいる、
日常生活を営むのに著しく支障
があるひとり親家庭に対して、
一定の期間ホームヘルパーを派
遣し、家事・送迎・見守り等の
援助を実施

事業の継続

ひとり親家庭に対しホーム
ヘルパーを派遣し、家事・
見守り等の援助を実施
総派遣時間　347時間

義務教育終了前の児童
がいる、日常生活を営
むのに著しく支障があ
るひとり親家庭に対し
て、一定の期間、ホー
ムヘルパーを派遣し、
自立の支援を図った。

97

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （２）生活の支援

5 ◎
利用者支援事業（基本型）
〔第１章３．９再掲〕

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

認定こども園、保育所、幼稚園
等の施設や地域の子育て支援情
報を集約し、子どもや保護者か
らの利用相談や、必要な情報提
供・助言をするとともに、関係
機関との連絡調整などを行いま
す。

研修を受講し、子育て支援パー
トナーとして子ども家庭支援セ
ンターあそびの広場や出張あそ
びの広場で事業を実施

事業の継続

認定こども園、保育所、幼
稚園等の施設や地域の子育
て支援情報を集約し、子ど
もや保護者からの利用相談
や、必要な情報提供・助言
をするとともに、関係機関
との連絡調整等を実施し
た。利用者の育児に関する
相談に努め、来所ができな
い場合は電話等で育児相談
を実施しきめ細やかな対応
をした。

2:着手・推
進

・子育て情報等を出張
あそび広場の利用者に
も周知した結果、利用
者があそびの広場向陽
台に来所し、育児相談
等を実施し、利用者支
援につながった。ま
た、子ども家庭支援セ
ンター等の関係機関と
連絡調整や情報共有す
ることで、よりニーズ
にあった支援ができ
た。

98

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （２）生活の支援

6 ◎
利用者支援事業（母子保健型）
〔第１章３．10再掲〕

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

妊娠期から乳幼児期にわたる
様々な相談に応じ、必要な情報
提供・助言をするとともに、関
係機関との連絡調整などを行い
ます。

妊娠届出時又は妊娠届出時のア
ンケートにより保健師が相談等
を実施

令和2年度から実施 妊婦面接 677件
2: 着 手 ・推
進

妊婦に対しての指導・
助言は、必要時母子健
康手帳交付時等の面接
相談や電話相談にて実
施できた。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進

（３）保護者に対す

る就労の支援

1 就労支援員による就労支援 （生活福祉課）

生活保護法、生活困窮者自立支
援法に基づき、就労支援員によ
る就労支援を行います。

生活保護者、生活困窮者に対し
て、ハローワーク等関係機関と
連携し、就労支援員が就労に関
する相談、支援を実施

事業の継続

生活保護者、生活困窮者に
対して、ハローワーク等関
係機関と連携し、就労支援
員が就労に関する相談、支
援を63件実施

2:着手・推進
生活保護法等に基づき
適切に実施した。
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第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進

（３）保護者に対す

る就労の支援

2
生業扶助、就労活動促進費等の
支給

（生活福祉課）

生活保護法に基づき、生業扶
助、就労活動促進費等を支給し
ます。

生活保護者に対して、技能修得
費、就職支度費、就職活動に必
要な交通費や被服費等を支給

事業の継続

生活保護者に対して、技能
修得費、就職支度費、就職
活動に必要な交通費や被服
費等を含め生業扶助費全体
として延べ244世帯に支給

2:着手・推進
生活保護法等に基づき
適切に実施した。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進

（３）保護者に対す

る就労の支援

3 就労自立給付金の支給 （生活福祉課）
生活保護法に基づき、就労自立
給付金を支給します。

安定した職業に就いたこと等に
より、保護を必要としなくなっ
た世帯に対して、就労自立給付
金を支給

事業の継続

安定した職業に就いたこと
等により、保護を必要とし
なくなった世帯に対して、
就労自立給付金を21件支給

2:着手・推進
生活保護法等に基づき
適切に実施した。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進

（３）保護者に対す

る就労の支援

4
母子家庭及び父子家庭自立支援
給付金事業
〔第７章２．５再掲〕

（子育て支援課）

母子及び父子並びに寡婦福祉法
に基づき給付金の支給を行い、
ひとり親家庭の生活の安定と自
立の促進を図ります。

母子家庭及び父子家庭の親が就
業を目的とした教育訓練に関す
る講座を受講した場合の経費の
助成及び資格取得のための養成
機関での受講期間のうちの一定
期間について給付金等を支給

事業の継続

母子家庭及び父子家庭自立
支援教育訓練給付金、母子
家庭及び父子家庭高等職業
訓練促進給付金について、
申請を受け付け、給付金の
支給を実施。
○自立支援教育訓練給付金
支給件数　２件
支給金額　1252470円
○高等職業訓練促進給付金
延べ支給件数　3件
支給金額　5,072,000円
○高等職業訓練修了支援給
付金
支給件数　3件
支給金額　150,000円

母子家庭及び父子家庭
の自立を促進するた
め、母子家庭及び父子
家庭の親が就業を目的
とした教育訓練に関す
る講座を受講した場合
の経費を助成し、ま
た、資格取得のための
養成機関での受講期間
のうちの一定期間につ
いて、生活の安定を図
るための訓練促進給付
金等を支給し、生活の
安定を図った。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進

（３）保護者に対す

る就労の支援

5 高等職業訓練促進資金貸付け
（子育て支援課、
稲城市社会福祉協
議会）

高等職業訓練促進給付金を活用
して養成機関に在学し、就職に
有利な資格取得を目指すひとり
親家庭の親に、入学及び就職に
必要な資金の貸付けを行いま
す。

東京都社会福祉協議会が実施主
体として、高等職業訓練促進給
付金を活用して養成機関に在学
し、就職に有利な資格取得を目
指すひとり親家庭の親を対象
に、入学及び就職に必要な資金
の貸付けを実施

事業の継続
新規件数　０件
継続件数　０件

2:着 手 ・推
進

令和４年度は新規の申
し込みがなく、継続件
数も０件であった。今
後も高等職業訓練促進
給付金の制度と連携し
て支援をしていく。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進

（３）保護者に対す

る就労の支援

6
母子・父子自立支援プログラム
策定事業
〔第７章２．７再掲〕

（子育て支援課）

稲城市母子・父子自立支援プロ
グラム策定事業実施要綱に基づ
き、自立及び就労のための支援
を行い、ひとり親家庭の生活の
安定と自立の促進を図ります。

児童扶養手当受給者等の個々の
状況、ニーズに対応した自立支
援プログラムを策定し、ハロー
ワーク等関係機関と連携を図る
ことで、きめ細やかで継続的な
自立・就労支援を実施

事業の継続

ひとり親家庭の自立支援促
進のため、母子家庭等就
業・自立支援事業等の活用
による、きめ細やかで継続
的な自立・就業支援及びア
フターケアが必要と判断し
た際には自立支援プログラ
ムを策定し、ハローワーク
等関係機関と連携してひと
り親家庭の自立支援を図
る。

策定件数　３件

ひとり親世帯の個々の
ニーズに応じ、ハロー
ワーク等関係機関と連
携し、自立支援プログ
ラムを策定し、プログ
ラムに基づく支援を
行った。
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第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （４）経済的支援

1 生活保護法による各種扶助 （生活福祉課）
生活保護法に基づき、各種扶助
を支給します。

困窮の程度に応じて生活扶助、
住宅扶助、医療扶助等を支給

事業の継続

R5年度決算額
生活扶助：   622,067,053円
住宅扶助：   457,581,238円
教育扶助：       4,682,079円
介護扶助：     59,656,398円
医療扶助：1,074,618,305円
生業扶助：       4,353,368円
葬祭扶助：     11,476,891円
出産扶助：
5,000円

2:着手・推進
生活保護法等に基づき
適切に実施した。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （４）経済的支援

2 生活福祉資金の貸付け
（生活福祉課及び
稲城市社会福祉協
議会）

低所得で生活に困窮している世
帯に、それぞれの状況と必要に
合わせた資金の貸付けを行いま
す。

東京都社会福祉協議会が実施主
体として、低所得で生活に困窮
している世帯を対象に、生活の
安定と自立に必要な費用を貸付
け

事業の継続
相談件数：388件
貸付件数：11件
貸付金額：8,642,000円

2:着手・推進
資金の貸付を行い、対
象世帯の安定と経済的
自立を図った。

107

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （４）経済的支援

3 住居確保給付金の支給 （生活福祉課）

生活困窮者自立支援法に基づ
き、住居確保給付金を支給しま
す。

離職等により、住居喪失又は住
居喪失のおそれのある方に対し
て、就職に向けた活動をするこ
と等を要件に、一定期間家賃相
当額を支給

事業の継続
単身世帯：5世帯、延べ12月
複数世帯：3世帯、延べ5月

2:着手・推進

離職や減収で、住居を
喪失するおそれのある
方へ給付し、相談や就
労支援を行い、生活の
安定を図った。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （４）経済的支援

4
児童扶養手当
児童育成手当
〔第７章２．1再掲〕

（子育て支援課）

児童扶養手当法及び稲城市児童
育成手当条例に基づき手当を支
給し、ひとり親家庭等の経済的
負担の軽減を図ります。

18歳以下の児童を養育する者に
児童扶養手当及び児童育成手当
を支給

事業の継続

○児童扶養手当
法令に基づき支給
延べ支払件数　2,384件
総支給額　192,642,860円

○児童育成手当
法令に基づき支給
延べ支給児童数　10,947人
総支給額　148,964,500円

法令に基づき、ひとり
親家庭や父母、児童に
一定の障害がある家庭
を対象に、児童扶養手
当、児童育成手当を支
給し、生活の安定と自
立の促進に寄与した。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （４）経済的支援

5
母子及び父子福祉資金貸付け事
業
〔第７章２．4再掲〕

（子育て支援課）

母子及び父子並びに寡婦福祉法
に基づき福祉資金の貸付けを行
います。

母子及び父子家庭の親で、20歳
未満の子を扶養している方を対
象に、技能習得資金、生活資
金、転宅資金、就学資金等を貸
付け

事業の継続

母子及び父子福祉資金の貸
付を実施
貸付総件数　1件

修学資金　　　1件

母子家庭及び父子家庭
に対し、安定した生活
を送る為の資金の相
談・貸付を行い、自立
を支援した。
なお、高等教育の修学
支援新制度や高等学校
等就学支援金制度の充
実により貸付相談が減
少してきている。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （４）経済的支援

6
女性福祉資金貸付け事業
〔第７章３（１）８再掲〕

（子育て支援課）

東京都女性福祉資金貸付条例に
基づき福祉資金の貸付けを行い
ます。

配偶者がいない女性で、親、
子、兄弟を扶養している、又は
20歳未満の子を扶養したことが
ある方等を対象に、必要な資金
を貸付け

事業の継続
女性福祉資金の貸付を実施
貸付総件数　0件

配偶者がいない女性に
対し、安定した生活を
送る為の資金の相談・
貸付を行う事業だが、
高等教育の修学支援新
制度や高等学校等就学
支援金制度の充実によ
り貸付相談が減少して
きている。
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第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価

111

第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

３　子どもの貧困

対策の推進 （４）経済的支援

7
ひとり親家庭等医療費助成制度
〔第７章２．２再掲〕

（子育て支援課）

稲城市ひとり親家庭等の医療費
の助成に関する条例に基づき医
療費を助成します。

ひとり親家庭等の父母又は養育
者及び児童の健康保険が適用さ
れる医療費のうち、非課税世帯
については自己負担分を、課税
世帯については高齢者の医療の
確保に関する法律の一部負担金
相当額を差し引いた自己負担分
を助成

事業の継続

健康保険が適用される医療
費のうち、非課税世帯につ
いては自己負担分を、課税
世帯については高齢者の医
療の確保に関する法律の一
部負担金相当額を差し引い
た自己負担分の助成を継続
して実施（所得制限あり）
延べ受診件数　10,201件
総助成額　25,639,589円

ひとり親家庭等に対
し、父母または養育者
及び児童に係る医療費
の助成を行い、経済的
支援の充実を図った。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

４　障害児施策の

充実

（１）日常生活支援

の充実

1
発達支援センター事業
〔第１章３（１）５再掲〕

（障害福祉課）

乳幼児期から就学期を経て、就
労等といった地域での生活のラ
イフステージに対応する、切れ
目のない支援の充実を目指しま
す。

一般相談、医師による専門相
談、保育所・幼稚園・学校等へ
の機関支援を関係機関と連携し
て実施
就学前々年児を対象に、就学前
発達相談を来所・電話・FAX・
メールで実施

事業の継続

発達障害者・児やその家族
について次の事業を実施し
た。
・相談支援事業（一般相
談、医師による専門相談
等）
・就学前発達相談（市内の
就学前々年児のいる全ての
家庭に、気になることがあ
る場合に相談できることを
周知）
・普及、啓発事業（発達支
援講座等）
・関係機関連携（相談者と
行政機関、医療機関、教育
機関等との連携調整等）

2:着手・推
進

発達に支援を必要とす
る児童や保護者等の相
談に応じ、必要な助言
や連携機関との調整を
行うことにより、早期
の発見から早期の療育
や社会参加につなぐこ
とで、もってその福祉
の増進に寄与すること
が出来た。また、事業
を継続することで支援
の充実を目指す。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

４　障害児施策の

充実

（１）日常生活支援

の充実

2
乳幼児経過観察
発達健康診査
〔第2章１（２）４再掲〕

（健康課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

乳幼児健康診査で要経過観察と
判断された又は保護者から相談
のあった児を対象に各児の課題
に重点をおいて発育・発達等を
継続的に確認し、疾病・障害の
早期発見に努めます。

専門医等による健康診査を実施
・経過観察健康診査
・発達健康診査

事業の継続

専門医等による健康診査を
実施。
経過観察健康診査年8回
発達健康診査年8回

2:着手・推進

専門医に直接相談する
機会を持つことができ
た。また、保護者の心
理的な負担に配慮しな
がら、乳幼児の成長・
発達を見守り、適切な
時期に専門医療機関や
療育機関を紹介するこ
とができた。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

４　障害児施策の

充実

（１）日常生活支援

の充実

3 療育相談・療育体験事業 （障害福祉課）

お子さんの発達が気になる方等
からの相談に応じ、発達検査、
関係機関の情報提供や助言等を
行います。また、療育を経験し
たことのない親子を対象に、療
育を体験することにより、障害
の早期発見等を図ります 。

子どもの発達に関する相談及び
療育体験の場を提供

事業の継続

令和３年度に発達支援セン
ター事業へ統合し、相談は
発達支援センターで受け、
療育が必要な児について
は、療育機関へつないだり
紹介したりした。

2:着手・推
進

心身の成長や発達に遅
れや偏りがある子ども
の早期発見・早期療育
を支援できた。
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

４　障害児施策の

充実

（２）障害児保育・

教育の推進

1
障害児保育事業
（第1章１（２）５再掲）

（子育て支援課）

障害の程度がおおむね中・軽度
で集団保育が可能な子どもにつ
いて、保護者が就労等の理由に
より家庭で保育ができない場合
に、障害児保育を実施します。
認証保育所・幼稚園の障害児保
育・特別支援教育の補助を実施
します。

・認可保育所全園（17園）で実
施
・認証保育所全園（5園）で実
施
・幼稚園全園（5園）で実施

事業の継続

・全認可保育所で受入体制
を整備
・認証保育所については稲
城市保育士等キャリアアッ
プ等補助金の障害児保育加
算にて補助する体制とし
た。
・幼稚園については稲城市
私立幼稚園協会補助金及び
東京都の直接補助により特
別支援教育を補助する体制
とした。

2:着手・推
進

心身に障害を持つ児童
の保護者の保育ニーズ
に応えた。
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第二次稲城市子ども・子育て支援事業計画実施状況一覧（令和５年度）
※事業種別欄の「☆」「◎」は、子ども子育て支援新制度の該当事業です。「☆」は子ども・子育て給付、「◎」は地域子ども・子育て支援事業の対象事業です。

通しNO. 章 大項目 中項目

小項

目

NO. 事業

種別

事業名 （所管課） 事業概要 現況 今後の目標又は今後の取り組み 令和５年度の実施状況

進捗状況
１；完了

２；着手・推進
３；一部着手
４；未着手

令和５年度の自己評価
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第７章

特別な支

援を必要

とする子

どもへの

支援

４　障害児施策の

充実

（２）障害児保育・

教育の推進

2 障害児保育巡回訪問指導事業

（子ども家庭支援
センター課）
→（R5年度からお
やこ包括支援セン
ター課）

心身に障害を有する乳幼児を早
期に発見し、適切な療育につな
げていくため、子ども家庭支援
センターの心理専門支援員が障
害児の通所する保育所の巡回訪
問等を行い、保育の実施等につ
いての相談を受け、指導を行い
ます。

公立保育所への巡回相談 事業の継続
〇巡回相談
・延べ件数‥２件

2:着手・推
進

気になる子ども、配慮
が必要なこどもについ
て専門職が保育の助言
を行い、保育の総合的
支援につながった。
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